
（別記様式３）

群馬県社会福祉総合センターの管理における指定管理者制度活用の実施方針

令和３年６月

１ 基本的事項

(1) 施設の概要

所在地 前橋市新前橋町１３番地の１２

設置年月日 平成１０年２月１日

敷地面積 ９,６９４.１１㎡

主な施設・建物 県関係機関を含めた３６団体が入居するほか、大ホール、会

議室等（地上９F地下２F、延床面積１４,６５５㎡）

(2) 施設の設置目的

社会福祉の総合的な推進を図り、県民が心豊かで健やかに暮らせる社会福祉の実現に

寄与するための拠点施設として設置している。

(3) 指定管理者制度活用の目的

群馬県社会福祉総合センター（以下「センター」という ）は、多様な福祉関係団体。

が入居した、県民の社会福祉の拠点施設として機能している。入居団体が相互に連携し

社会福祉の総合的な推進が図られ県民福祉に大きく貢献していること、また、他に類似

の施設がなく、団体の活動も県全域に及んでいることから、県民福祉の向上のためには

必要不可欠として県が設置している。

管理運営については、県内の社会福祉全体を踏まえた事業を遂行できる者が望ましい

ことから、その豊富な知識や経験等を引き続き活用することにより、管理運営経費の縮

減を図りながら、県民福祉の更なる向上を目指すことが可能と考えられる。

(4) 指定の期間（予定）

５年間（令和４年４月～令和９年３月）

(5) 利用料金制採用の有無

利用料金制を採用しない。

理由：使用料の減免対象者（福祉目的利用）の利用が多く、かつ、施設の設

置目的から減免対象者の利用促進も重要であり、インセンティブとな

らないため。

(6) 指定管理者に支払う施設管理費用の上限額（予定）

５年間の総額 ５９７,１６５千円 令和４年度 １１９,４３３千円

令和５年度 １１９,４３３千円

令和６年度 １１９,４３３千円

令和７年度 １１９,４３３千円

令和８年度 １１９,４３３千円
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(7) 施設の管理運営方針

ア 公の施設であることを念頭において、県民の平等な利用を確保すること。

イ 施設の設置目的を効率的かつ効果的に達成できるよう創意工夫を行うとともに、管

理経費等の縮減を図ること。

ウ 利用者が安全かつ安心して利用できるよう、施設・附属設備を適切に維持・管理す

ること。

エ 新しい生活様式に沿って適切な感染防止対策（３密<密閉・密集・密接>の防止、飛

沫感染・接触感染の防止等）を講じること。

オ 常に利用者の満足度を意識し、利用者からの意見、要望等を管理運営に反映させる

こと。

カ 地域との連携を図り、信頼される施設づくりを推進すること。

、 。キ 防犯 防火その他の緊急時に適切な措置を講ずることができるよう対策を図ること

ク 管理運営にあたっては、環境に配慮すること。

(8) 指定管理者が行う業務の範囲（業務内容、要求水準、成果目標等）

ア 業務内容

（ア）センターの施設及び附属設備の維持管理に関する業務

（イ）センターの有料施設等（会議室、大ホール、体育室及びこれらの附属設備）

の使用の承認及び取り消し等に関する業務

（ウ）センターの休館日、開館時間の変更等に関する業務

（エ）福祉用具・住宅モデルルーム展示場に関する業務

（デジタルを活用した福祉機器の周知等を含む）

（オ）その他センターの管理に関する業務のうち、知事が定める業務

イ 要求水準

募集要項において、個々の事業区分ごとに具体的な要求基準を定める。

ウ 成果目標

（ア）年間福祉団体会議室利用件数 ４,１００件

（イ）年間会議室稼働率 ６２％

（ウ）年間展示場来場者数 １，２００人

その他応募者にも具体的な成果目標を提示させる。

２ 募集及び候補者選定等に関する事項

(1) 募集の方法

公募とする。

(2) 審査の方法及び選定基準等

ア 審査の方法

候補者選定における透明性・公正性を高めるため、県職員以外の民間委員で構成す

る選定委員会を設置し、応募者から提出された事業計画書等について、募集要項にお

いて定める選定基準に基づいて総合的な審査を行う。

イ 選定委員会の構成

財務会計及び労務管理等に関する有識者、福祉分野に関する有識者等から８名程度
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を選任する予定である。

ウ 選定基準

（ア）指定管理者の指定を受けようとする団体が、事業計画に沿った管理を安定して行

う能力を有すること。

（イ）事業計画の内容が、県民の平等な利用を確保できるものであること。

（ウ）事業計画の内容が、当該施設の設置の目的を効果的かつ効率的に達成できるもの

であること。

（エ）事業計画の内容が、施設の管理運営に係る経費の縮減を図るものであること。

（ ） 、 、 、 、オ 事業計画の内容が 利用者要望への対応 地域貢献 防災対策・緊急時の対応等

その他必要と認める基準を満たすものであること。

※ 選定基準ごとの詳細な審査項目、審査内容及び配点については、選定委員会で

決定し、募集要項において定める。

エ 審査経過の公開

応募者及び提出された事業計画の概要、選定委員会の審査概要及び審査結果は、応

募者の利益及び選定の公正性を損なわない範囲で、逐次公開する。

３ 今後の日程（予定）に関する事項

実施方針の県議会への報告 令和３年 ６月

選定委員会の設置 ６月

募集期間 ７月～８月

募集状況の県議会への報告 ９月

審査の実施 ９月～１１月

候補者の選定 １１月
（候補者としての適否の判定）

指定及び債務負担行為に係る議案上程 １１月
（審査経過の県議会への報告）

指定、協定の締結、引継 令和４年 １月～３月

指定管理期間開始 ４月

４ （参考）現在の管理状況

(1) 施設の管理者

社会福祉法人群馬県社会福祉事業団及び群馬県ビルメンテナンス協同組合の共同体

(2) 施設管理経費の実績（指定管理業務相当部分）

令和元年度実績 単位：千円

収入 支出

指定管理料 １１５，０８１ 人件費 ２１，９４８

利用料収入 １，８７０ 委託料 ２８，１３０

光熱水費 ２４，４３６

保守料 ２３，８５１

修繕費 ６，３２３

１０，３０８その他(賃借料､租税公課費等)

収入合計 １１６，９５１ 支出合計 １１４，９９６
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(3) 施設利用の実績

平成３１年度実績

（ア）年間福祉団体会議室利用件数 ５，３３３件

（イ）年間会議室稼働率 ６７．８２％

（ウ）年間展示場来場者数 ５，３５５人
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